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令和６年度福津市みんなですすめるまちづくり基本条例内容検討結果報告書 

 

１．検討の根拠 

  福津市みんなですすめるまちづくり基本条例（以下「基本条例」という。）第 15 条の

規定に基づき、４年を超えない期間ごとに条例の内容を検討するもの。 

 ○福津市みんなですすめるまちづくり基本条例【抜粋】 

 (条例の見直し) 

第１５条 市長は、４年を超えない期間ごとにこの条例の内容を検討し、その結果に

基づいて見直し等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

２．検討の手法 

 （１）関係する部長級職員で組織する調査研究会議（庁内会議体）による内容検討 

   ・基本条例はまちづくりに関する基本的な考え方を規定している条例であり、基本

的考え方から変更する必要があるか否かという大局的な視点から検討を実施 

   ・共働推進会議の答申内容を踏まえると共に答申以外の規定においても検討を実施 

（２）郷づくり代表者会議への意見聴取 

  ・条文の改正の必要性の有無、及び条文の内容に対する意見を聴取 

 

３．検討結果 

 （１）個々の条文ごとの検討 

  ①条文改正の必要性がないもの 

   ・第１条（目的） 

   ・第２条（定義） 

   ・第３条（基本理念） 

   ・第４条（市民の責務） 

   ・第６条（市議会の責務） 

   ・第７条（市の責務） 

   ・第８条（総合計画等） 

   ・第 12 条（情報の共有） 

   ・第 13 条（説明責任） 

   ・第 14 条（行政評価） 

   ・第 16 条（委任） 

     以上の条文は、現時点において見直す必要はないものと考える。 

     なお、第３条（基本理念）と第８条（総合計画等）に基づく基本条例と市まち

づくり基本構想との関係について、基本条例は本市のまちづくりに関する基本

的考え方を示したものであるのに対し、市のまちづくりの将来像は基本構想で

示されるものであり、それぞれに異なる性質を有しているものと認識しておく

必要がある。 
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  ②条文改正の必要はないが、規定する施策には成果向上の余地があるもの 

   ・第５条（事業者の責務） 

     事業者のまちづくりへの関わり、特に社会貢献の側面から地域への関わりを 

更に強化していく必要があると考える。 

   ・第９条（市民参画） 

   ・第 10 条（共働） 

   ・第 11 条（地域づくり） 

     規定する施策の成果の向上については、今後の郷づくり推進条例（仮称）の  

制定及び郷づくり基本構想の見直し、郷づくり推進に向けての実行プランに 

基づき取り組んでいく必要があると考える。 

     郷づくり推進協議会の名称については多様な意見があるが、基本条例における

「まちづくり」の考え方(※)を踏まえ、語句の変更の必要はないものと考える。

なお、郷づくりの取り組みを進める中で、更に「郷づくり」の周知を図って   

いくものとする。 

   ・第 15 条（条例の見直し） 

     市民意見の聴取の必要性、及び必要と判断する場合はその手法について更なる

検討が必要であると考える。 

     また、４年という期限の設定が適切か、引き続き検討していく必要があると  

考える。 

（２）結論 

   以上の結果により、現時点において基本条例を見直す必要はないものと考える。 

 

４．その他 

 （１）基本条例の周知 

   基本条例の市民への更なる周知は今後の課題である。  

   基本条例において規定する市まちづくり基本構想、及び基本構想に掲げる施策の 

実現を図っていく中で、併せて基本条例の周知に取り組んでいく事で市民への認知

度を高めていきたい。 

 

 

                                         

【※基本条例における「まちづくり」の考え方（基本条例逐条解説抜粋）】 

  基本条例におけるまちづくりとは、道路や河川などの都市基盤の整備のみでなく、 

地域での防犯活動、福祉活動の安全安心な生活環境づくりなど、福津市を住みよい 

まちにしていくためのあらゆる活動や事業を指しています。 
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○福津市みんなですすめるまちづくり基本条例 

平成２０年９月１８日 

条例第２７号 

 

私たちのまち福津市は、玄界灘に面した白砂青松の海岸、安らぎを与えてくれる川、希少動物を育む

干潟、美しい田園、緑あふれる山などの豊かな自然環境を有しています。また、農漁業などを営む地域

と住宅地域が共存し、人と人との温かいふれあいのあるまちです。 

このような福津市が、住みたいまち、住み続けたいまちであることは、ここで暮らす私たちの共通の

願いです。 

私たちを取り巻く環境は変化し、従来のような国、県及び市が、一律的な施策やサービスを提供する

やり方だけでは、地域の実情にあったまちづくりはできなくなってきています。地域の特性や身近な課

題を最も知っているのは私たちです。 

今後、私たちは、一人ひとり何ができるかを考え、子どもから大人まで誰もがまちづくりの担い手と

なり、知恵を出し、語り合い、共に行動し、私たちみんなの思いが反映された住みよいまちづくりをす

すめるため、この条例を制定します。 

(目的) 

第１条 この条例は、市民、事業者等、市議会及び市の役割と責務、その他まちづくりに関する基本的

な事項を定め、市民参画及び共働による自律した地域自治の実現を図ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例における用語の定義は、次に定めるところによる。 

(１) 市民 市内に住む人、働く人、活動する人及び学ぶ人をいう。 

(２) 事業者等 市内において、公的機関、民間を問わず、又は営利、非営利を問わず事業及び活動

を行うものをいう。 

(３) 市民参画 市民及び事業者等が施策の立案、実施及び評価のそれぞれの過程において、主体的

にかかわり、行動することをいう。 

(４) 共働 共通の目的をもった市民、事業者等及び市が、お互いの立場や特性を尊重し、共に行動

することをいう。 

(５) 地域自治 市全域、小学校区又は行政区など、あらゆる人がそれぞれの課題解決に向けて共に

考え行動し、自らの地域のことは、自らの手で治めていくことをいう。 

(６) 市 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評

価審査委員会をいう。 

(基本理念) 

第３条 市民、事業者等及び市は、市民参画と共働を基本として、次に掲げるまちづくりをすすめるも

のとする。 
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(１) 人と人とのふれあいを大切にし、子どもから大人まですべての人が安心して住むことができる

まちづくり 

(２) 人が集い、語り、行動し、協力するまちづくり 

(３) 人の知恵を生かし、一人ひとりを大切にするまちづくり 

(４) 豊かな自然環境と受け継がれてきた伝統文化を大切にするまちづくり 

(５) 地域に誇りを持ち、住み続けたいと思えるまちづくり 

(６) 地域の資源を知り、生かし、活気あふれるまちづくり 

(７) 子どもの思いが尊重され、健やかに成長できるまちづくり 

(市民の責務) 

第４条 市民は、基本理念にのっとり、互いに尊重し、地域自治をすすめるよう努めるものとする。 

２ 市民は、自らの発言と行動に責任を持って、次世代に住みよいまちを引継ぐため、積極的かつ主体

的にまちづくり活動に参画するよう努めるものとする。 

(事業者等の責務) 

第５条 事業者等は、基本理念にのっとり、地域自治をすすめる一員としての社会的責任を自覚し、市

民や市が実施するまちづくり活動に参画しながら、地域との調和を図るよう努めるものとする。 

(市議会の責務) 

第６条 市議会は、市民の代表機関であり、法律若しくはこれに基づく政令又は条例に定めるところに

より議決の権限を行使し、市の意思決定機関として市民の意思が市政に適切に反映されるよう努めな

ければならない。 

２ 市議会は、行政経営が適正に行われるように調査、監視機能を果たすとともに、議案提出権を積極

的に活用するよう努めなければならない。 

(市の責務) 

第７条 市は、基本理念にのっとり、まちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければな

らない。 

２ 市は、社会情勢及び市民意識に柔軟に対応し、施策を着実に実現するため、簡素で機能的な組織編

成に努めるとともに、効率的、効果的な行政経営を行わなければならない。 

(総合計画等) 

第８条 市は、住みよいまちづくりをすすめるため、福津市総合計画等(以下「総合計画等」という。)

を策定し、総合的かつ計画的にこれをすすめなければならない。 

(市民参画) 

第９条 市民及び事業者等は、自由及び平等な立場でまちづくりに参画する権利を有するものとする。 

２ 市は、まちづくりの基本となる施策の立案にあたっては、意見聴取その他多様な制度を設け、又は

施策を講じることで、市民及び事業者等が参画する機会を確保することに努めなければならない。 
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(共働) 

第１０条 市民、事業者等及び市は、共働で地域自治の課題解決に取組むよう努めるものとする。 

２ 市は、前項に規定する取組みに対し、支援するよう努めなければならない。 

(地域づくり) 

第１１条 市民、事業者等及び市は、地域づくりの担い手であることを認識し、地域を守り育てるよう

努めるものとする。 

２ 市民及び事業者等は、おおむね小学校区域を単位とした組織「郷づくり推進協議会」を設立し、地

域自治の実現に努めるものとする。 

(情報の共有) 

第１２条 市は、保有する情報を積極的に公表及び提供を行うことにより、市民及び事業者等との情報

の共有に努めなければならない。 

２ 事業者等は、自らが保有するまちづくりに関する情報を提供するよう努めるものとする。 

(説明責任) 

第１３条 市は、まちづくりの基本となる施策の立案、決定及び評価に至るまでの過程について、市民

及び事業者等にわかりやすく説明しなければならない。 

２ 市は、まちづくりに関する市民及び事業者等の意見、要望及び提案等に対して、わかりやすくかつ

速やかに応答しなければならない。 

(行政評価) 

第１４条 市は、総合計画等に基づいた施策等の実施にあたっては、その成果及び達成度を明らかにす

るため、行政評価を実施し、その結果を事後の施策等に反映させるよう努めなければならない。 

２ 市長は、第三者機関である行政評価委員会を設け、総合計画等に基づいた施策等の点検及び評価を

受けるとともに、その結果をわかりやすく公表しなければならない。 

(条例の見直し) 

第１５条 市長は、４年を超えない期間ごとにこの条例の内容を検討し、その結果に基づいて見直し等

の必要な措置を講ずるものとする。 

(委任) 

第１６条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成２０年１２月１日から施行する。 

 


